
令和2年度

下水道事業会計

予 算 に 関 す る 説 明 書

岩手県遠野市





収... 入
款 項

1公共下水道事業収
益 1営業収益

2営業外収益

3特別利益

2特定環境保全公共
下水道事業収益 1営業収益

2営業外収益

3特別利益

令和2年度遠野市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

目 予 定 額 備

575. 174
136,016 

1下水道使用料 136.000 下水道使用料

3その他営業収益 16 督促手数料
施設使用料

439,154 

1受取利息及び配当金 1 預金利息
2他会計負担金 286.044 遠野市一般会計負担金
3他会計補助金 15. 107 遠野市一般会計補助金
4長期前受金戻入 138,001 長期前受金戻入
5雑収益 1 雑収益

4 

1固定資産売却益 1 固定資産売却益
2過年度損益修正益 1 過年度損益修正益
3長期前受金戻入 1 長期前受金戻入
4その他特別利益 1 その他特別利益

110,908 
13,001 

1下水道使用料 13,000 下水道使用料
3その他営業収益 1 督促手数料

97.903 

1他会計負相金 38,858 遠野市一般会計負担金
2他会計補助金 19,003 遠野市一般会計補助金
3長期前受金戻入 40. 041 長期前受金戻入
4雑収益 1 雑収益

4 

1固定資産売却益 1 固定資産売却益
2過年度損益修正益 1 過年度損益修正益

（単位：千円）
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款 項 目 予 定 額 備 考

3 長期前受金戻入 1 長期前受金戻入 1 

4 その他特別利益 1 その他特別利益 1 

3 農業集落排水事業 75.394 

収益 1 営業収益 7.601 

1 農業集落排水施設使用料 7.600 農業集落排水施設使用料 7.600 

3 その他営業収益 1 督促手数料 1 

2 営業外収益 67 789 

1 他会計負担金 28 793 遠野市一般会計負担金 28. 793

2 他会計補助金 16 504 遠野市一般会計補助金 16.504

3 長期前受金戻入 22,491 長期前受金戻入 22,491

4 雑収益 1 雑収益 1 

3 特別利益 4 

1 固定資産売却益 1 固定資産売却益 1 

2 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1 

3 長期前受金戻入 1 長期前受金戻入 1 

4 その他特別利益 1 その他特別利益 I 

合 計 761. 476



入 ’’’ 

款 項 日 f 定 額

1公共下水道ボ業抒 575,171 

用 1営業費片 486. 307

I管渠費 6,629

2処理場費 121,530 

備 考

備消品費
燃料費
光熱水費
通信運搬費
委託料

サイフォン維持管罪業務委託料
管路点検洗浄業務委託料

手数料
賃借料
修繕費
動力費
材料費
備消品費
燃料費
光熱水費
通信運搬費
委託料

施設維持管理業務委託料
水質分析業務委託料
機械笞備業務委託料
汚泥運搬業務委託料
汚泥処分業務委託料
「l家J-H電気工作物保守管理業務委託料
清掃業務委託料
自動扉開閉装置保守点検業務委託料

' ' " . . ' �, 

50 
15 
98 

278 
885 

111 
21 

2,840 
2,038 

290 
100 

1, 20:i 
351 
139 

99,952 

油地下タンク等定期点検及び消掃業務委託料
消防用設備点検業務委託料
放射性物質濃度測定業務委託料
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款 項 tl 予 定 額 備 考

修繕費 3,095 
動力費 19,615 

保険料 45 

4業務費 6,630 備消品費 60 
通信連搬費 90 
委托料 6,300 

ド水道使用料徴収事務委託料
手数料 2 
工事請位費 132 

ド水道計塁装陸交換T.事
補助金 46 

排水設備等工事資金融資利f補給補助金
5総係費 38, 225 給料 17,602 

手当 10,453 
賞与引当金繰入額 2,810 
法定福利費 5,350 
旅費 88 
被服費 21 
備消品費 300 
燃料費 88 
印刷製本費 191 
通信運搬費 ， 

委託料 821 
公営企業会計システム保守業務委託料
消費税及び地方i肖費税確定申告業務委託料

手数料 42 
賃借料 193 
食縄費 10 
負担金 121 

日本下水道協会会費 69 
岩手県下水道協会会費 22 



款 項 目 予 定 額 備 考

下水道セミナー受講料 :io 

保険料 83 

雑費 IO 

6減価償却黄 310. 282 減価償却費 310 282 

7資産減耗費 l 固定資廂除却費 I 

8その他営業費用 10 雑支出 10 

2営業外費用 88,816 

l支払利息及び企業債取扱 77,172 企業債利息 77,172 

諸費

2雑丈ill JO 雑丈出 10 

3消費税及び地）ii肖費税 11 331 消費税及び地）j硝費税 l l, 334 

3特別捐失 51 

l国定資産売却損 I 固定資産光却損 I 

2過年度損益修正損 10 過年度損益修花担 40 

3その他特別担失 10 その他特別担失 10 

2特定環境保全公共 110,908 

ド水道事業費用 l営業費用 102,740 

1管渠費 4, 744 備消品費 50 

光熱水費 18 

通信運搬費 52:l 

手数料 30 

賃I昔料· 26 

修繕費 2,210 

動）j費 I, 742 

材料黄 145 

2処理場費 25,609 備消品費 50 

燃料費 22 

光熱水費 94 

通信運搬費 71 

委託料 20,638 

施設維持管理業務委託料
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款 項 目 予 定 額 備 考

水質分析業務委託料
汚泥運搬業務委託料
汚泥処分業務委託料
自家用電気工作物保守管理業務委託料
清掃業務委託料
消防用設備点検業務委託料
放射性物質濃度測定業務委託料

修繕費 I, 668 

動）J費 3,059 

保険料 7 

4業務費 471 委託料 460 

下水道使用料徴収事務委託料
補助金 14 

排水設備等T. 串資金融資利—Y·補給補助金
6減価償却費 71. 902 減価伯却喪 71,902 

7資帝減耗費 1 国定賓廂除却費 I 

8その他営業費用 10 雑支出 10 

2営業外費用 8. 153
1支払利息及び企業債取扱 6,983

諸費
企業債利息 6,983 

2雑支出 10 雑支出 IO 

3i肖費税及び地）j消費税 1. 160 消費税及び地}j消費税 1, 160 

3特別損失 15

l固定資産売却損 1 固定資産売却損
2過年度損益修正損 4 過年度損益修正損
3その他特別損失 10 その他特別損失 10 

3農業集落排水事業 75. 391

費用 1営業費用 67 186

1管渠費 2,673 備消品費 50 

光熱水費 91 

通信運搬費 111 

手数料 30 

修繕費 1,900 

動力費 418 

材料費 10 



款 項 u 予 定 額 備 考

2処理場費 20, 294 備泊品費 50 

光熱水費 320 

通信運搬費 256 

委託料 8,831 

施設維持符理業務委託料
水質分析業務委託料
消防用設備点検業務委託料
日常符理業務委託料（沢田飯豊）
n 常管理業務委託料（綾織）

手数料 1,156 

修繕費 2,382 

動）J費 4,257 

負担金 2 

電波利用料
保険料 10 

4業務費 424 委託料 110 
農業集落排水施設使用料徴収事務委託料

補助金 11 

排水設備等工ギi往金融資利子補給補助金
6減価償却費 42,259 減価佑却費 42, 259 

7狩廂減耗費 1 526 固と資産除却費 I, 526 

8その他営業費用 10 雑支出 10 

2背業外費用 8. 196
l 支払利息及び企業債取扱 7,186 企業債利息 7,486 

諸費

2雑丈出 10 雑支出 10 

3消費税及び地方消費税 700 消費税及び地方i即費税 700 

3特別損失 12 
l 固定資産売却損 I 固定資産売却損 1 

2過年度損益修正損 1 過年度損益修止損 l 

3その他特別損失 10 その他特別損失 10 

4予備費 l. 000

1予備費 I, 000 

l 千備費 !, 000 予備投 I, 000 

合 計 762, 476 
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款

1公共下水道事業資
本的収入

2特定環境保全公共
下水道事業資本的
収入

項

1他会計負担金

2受益者負担金
及び分担金

3国庫補助金

4企業債

5他会計出資金

6他会計補助金

1他会計負担金

2受益者負担金
及び分担金

3国庫補助金

4企業債

5他会計出資金

6他会計補助金

目

1他会計負担金

1受益者負担金

1国庫補助金

1企業債

1他会計出資金

1他会計補助金

1他会計負担金

1受益者分担金

1国庫補助金

1企業債

1他会計出資金

1他会計補助金

下水道事業会計 ー8

資本的収入及び支出

＼手1lL: T白）

予 定 額 備 考
227.269 

1 
1 遠野市一般会計負担金 1 

2,095 
2.095 受益者負担金 2,095 

1 
1 国庫補助金 1 

12.300 
12.300 企業債 12,300 

212,871 
212,871 遠野市一般会計出資金 212,871 

1 
1 遠野市一般会計補助金

27 497 
1 
1 遠野市一般会計負担金 1 

160 
160 受益者分担金 160 

1 
1 国庫補助金 1 

100 
100 企業債 100 

27,234 
27,234 遠野市一般会計出資金 27,234 

1 
1 遠野市一般会計補助金 1 



款 項 目 予 定 額 備 考

3農業集落排水事業 51, 658 

資本的収入 1他会計負担金 1 
1他会計負担金 I 遠野市 一般会計負担金 1 

2受益者負担金 80 
及び分担金 1受益者分担金 80 受益者分担金 80 

3国庫補助金 14.205 

1国庫補助金 14,205 国庫補助金 14,205 

4企業債 12. 700
1企業債 12. 700 企業債 12,700 

5他会計出資金 24,671
1他会計出資金 24.671 遠野市一般会計出資金 24,671 

6他会計補助金 1 
1他会計補助金 1 遠野市 一般会計補助金 l 

合 計 306,424 
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-- ＼千'11/� . I「-」｝

款 項 目 予 定 額 備 考

1公共ド水道＃業資 375 528 

本的支出 1建設改良費 20 713 
1管路建設改良費 13,920 委託料 I, 000 

管路新設_[_事設計業務委託料
1月『請負野 12,850 

公共汚水ます設置丁ー 事
管路新設」こ事
汚水マンホ ールポンプ更新工事

備品膳人抒 70 

2総係費 6,823 委託料 6,600 
都市計画下水道事業変更認可業務委託料
下水道市業計画変更業務委託料

備品購人費 223 

2企業偵償還金 354, 785 
1企業債倍還金 351. 785 企業偵偽還金 354, 785 

2特定環境保全公共 48,131 
F水道事業資本的 1建設改良抒 3. 040
文出 1秤路建設改良費 1,640 T: 事詰共費 1,500 

公共汚水ます設置T事
備品購人費 110 

2総係費 I, 100 委託料 1,400 
下水道羊業計画変更業務委託料

2企業債償還金 45 391 
1企業偵償還金 45 391 企業債償還金 15,391 



款 項 目 予 定 額 備 考

3農業集落排水弔業 73 149 

資本的支出 I建設改良代 32 030 

I 1T路建設改良費 5,200 r.'柏詰仇費 5,200 

公共汚水ます設隊T市
管路施設更新1: 事（沢田飯i"l-)

2処刑場建設改良費 26, 830 委託料 7,310 

設計及び積窮業務委託料（沢111飯熙）
調査計画策定業務委託料（綾織）
概要芸作成業務委託料（綾織）

エギ詰位抒 19,520 

処罪場設備更新L'fl'. (沢「11飯股）
2企業債償還金 41,119 

l企業/ti/行還金 11, 119 企業債償還命 11, 119 

合 計 197. 108
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令和 2 年度遠野市下水道事業予定キャッシュ ・ フロ ー計算書
令和 2 年 4 月 1 日から 令和 3 年 3 月 31 日まで

業務活動によるキャッシュ ・ フロ ー 2 投資活動によるキャッシュ ・ フロ ー

当年度純利益 ゜ 有形固定資産の取得による支出

減価償却費 424,443 有形固定資産の売却による収入

長期前受金戻入額 △ 200,536 国庫補助金等による収入

受取利息及び受取配当金 △ 1 一般会計からの繰入金による収入

支払利息 91,941 投資活動によるキャッシュ ・ フロ ー

固定資産除却損 1,528 

固定資産売却損益（△は益） ゜ 3 財務活動によるキャッシュ ・ フロ ー

未収金の増減額（△は増加） △ 516 企業債による収入

未払金の増減額（△は減少） △ 8,456 企業債の償還による支出

引当金の増減額（△は減少） △ 45 他会計からの出資による収入

その他流動資産の増減額（△は増加） △ 791 財務活動によるキャッシュ ・ フロ ー

その他流動負債の増減額（△は減少） 2,773 

小計 310,340 資金増加額（又は減少額）

利息及び配当金の受取額 1 資金期首残高

利息の支払額 △ 91,941 資金期末残高

業務活動によるキャッシュ ・ フロ ー 218,400

下水道事業会計 ー 12

（単位：千円）

△ 50,745

゜

16,542 

6 

△ 34,197

25,100 

△ 441,295

264,776

△ 151,419

32,784 

86,288 

119, 072 



糸合 与 費 明 糸囲 書

(!)総 括

職員数 給 与 費
法定福利費 合 �I- 備 考区 分

（人） 給 料 当 言[-手

本
損益勘定文弁職員 1 17,602 12,826 30,428 5,817 36,215 

年 資本勘定支弁職員 ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜

度
合 計 4 17,602 12,826 30,428 5,817 :l6, 215 

ー月ムIJ 損益勘定支弁職貝 3 12,991 10,015 23, 006 4,317 27, :l2:l 

年 資本勘定支弁職員 I 4,485 3, 769 8,254 I, 576 9,830 

合 計 1 17,476 1:l, 781 31,260 5, 89:l 37, 153 

比 損益勘定丈弁職且 l 1, 61 I 2, 81 l 7, 122 l, aOO H, 922 

賓本勘定文弁職貝 △ l ハ 'I,'185 •△ 3,769 八8,251 △ l, :i7(i △ 9, 8:lO

合 計 ゜ 126 △ 9.'i8 △ 8:l2 △ 76 △ 908

(fjl. 位： T-ド］）

区 分 扶投手当 通勤手当 住肘手当 特殊勤務手当 時間外勤務 夜間勤務手 ‘片 児章手
‘

身 休H勤務手当手 ヽ-,
-l, 

本 年 度 176 99 516 ゜ 637 ゜ ゜ 39 

手 前 年 度 !, 100 15 870 ゜ 632 ゜ ゜ 39 
ヽ』9] 

比 較 八621 s,1 △ :i21 ゜ :i ゜ ゜
0) 

区 分 竹理職手冴
管理職艮 期木手当 勤勉手当 寒冷地手当 退職手当 初任給調整 千ども手当

訳 特別勤務手当 手 当

本 年 度 336 ゜ 4,239 2,882 280 3,292 ゜ ゜

立HIJ 年 度 336 ゜ 4,326 2,849 318 3,269 ゜ ゜

比 較 （） （） △ 87 :i:i △ :l8 2:l ゜ ゜

（単位：千円）
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(2)給料及び手当の増減額の明細

増 減 額 増減字由別内訳
明 備 考区 分

（千円） （千円）

給仔改定に伴う増減分 51 

定期昇給期 1月

昇給に伴う増減分 37 

給 料 126 

職員の異動による 職員の異動状況
本年度 4人
前年度 4人

その他の増減分 38 
比較 0人

制度改正に伴う増減分 fi2 

手 当 △ 958
職員の異動による

その他の増減分 △ I, 010



(3)給料及び職只手当の状況

ア 職員l人,11たり給り·

区

令和2年1月I II現在

平成;31年4 JJ l 11視(I:

イ 初任給

分

託 校 メ→ペ一•

大 学 卒

分

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢 （歳）

平均給料月額（円）

平均給切j額（円）

、ド均年齢 （歳）

行政職（円）

151,900 

173,200 

n 政 職 ;/J 、▼ 務 職

365, 925 

420,080 

46. 7

36'.l, 350 

446,570 

47. 5

労務職（円）
国 の 制 度

労務職（円）行政職(I'J)

150, 600 

182,200 
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ウ 級別職員数

区
行 政 職 労 務 職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

6 級 1 25. 0

5 級 I 25. 0

令和2年1月1 H現在 4 級 I 25. 0

3 級 I 25. 0

計 4 100. 0

6 級 I 25. 0

5 級 ゜ 0. 0

平成31年4月1 ff現在 4 級 2 50. 0

3 級 l 25, 0 

計 4 100.0 

（級別の標準的な職務内容）

区 分 7 級 6 級 5 級 4級 3 級 2級 1級

行 政 職 部長
課長 課長補佐 係長

上任：
主ギ 主事

宅幹 副主幹 主低 技師 技師

労 務 職



工 昇級

イし 表 的 な 職
分 合

政 職 労 務 職

職員数(J\) （人） 4 4 

本 昇給に係る職且数(B) （人） 4 4 

年 4号給（人） 3 :i 

号給数内訳
3号給（人） I I 

比率(B) I (A) (%) 100.0 100. 0

職員数(A) （人） 1 4

月"IJ 昇給に係る職員数(B) （人） 4 1 

年 4号給（人） 3 

号給数内訳
3号給（人） 1 1 

比率(B) / (A) (%) 100. 0 100.0 
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オ 期木手当・勤勉手当

支 給 期 別 支 給 率
職制l:の段階、 職務の区 分 支給 2祁計（月分）

級等による加算措置 備考
6月（月分） 12月（月分）

本 年 度 2. 205 2. 205 4.110 H 

前 年 度 2.205 2. 205 4. 410 布

国 の 制 度 2. 225 2.225 4. 450 有

力 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最麻限度
そ の 他

ノ刀＼ 加算措盗等 備
(J-j分） （月分） （月分） （月分） （月分）

文 給 率 等 24. 586875 33. 27075 47. 70900 17. 70900 国と同じ

国 の 制 度 定年前早期退職

（支給率等）
24. 586875 33. 27075 47. 70900 47. 70900 特例措趾(2�

45%加算）



キ 特殊勤務手当

代 表 的 な 職 種
分 令． 職

政 職 乎/J 務 職

給料総額に対する比率 (%) 

支給対象職員の比率 （％） 
（令和2年1月1日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

ク その他の手当

区 分 国の制度との巽同 卒ヰ 異 (1) 内 容

扶 蓑 T ヽー,, 」 [al 

住 居 手 当 同

通 勤 手 >l二'］ 異 交通用只利用者 2,250円�24, 500円
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業
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業
管
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業
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②
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②
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④
⑤
⑥
⑦

収益
水道使用

の他営業収
費用

渠

料
益

令和元年度遠野市下水道事業予定損益計算書
（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

千Pl 千円

143,228 
45 

千円

143,273 

理 場
費
費
費
費
費
費
用

: 
価償却

産減耗
の他

営
業蓑

営業損失
営業外収益
(1) 受取利息及

び

配当金
(2)他会計負担金
(3)他会計補助金
(4)長期前受金戻入
(5)雑 収 益
営業外費用
(1)支払利息及

企業債取扱諸
(2)雑 支

経常利
特別利益

(1)固定資産売却益
(2) 過年度損益修正益
(3)長期前受金戻入
(4)その他特別利益

特別損失
(1)固定資産売却損
(2)過年度損益修正損
(3)その他特別損失

当年度純利益
前年度繰越利益剰余金
その他未処分利益剰余金変動額
当年度未処分利益剰余金

7
2
2
1
1
5
3
 

9
1
9
6
3
2
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9
8
5
2
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 566,979 

4

び

費
出

101,951 
1 101,952 

益
465,027 

279 
5

0
0
8
0

6
 

3
 
，

 
2

 2,368 
6
 0
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債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払 当該年度以降の丈 Ii' (/) 財 源 内
項 限J虻額 義務発牛． （見込）額 払義務発生 -r-定額

期間 金額 期間 金額 国庫補助金 企業イ行 その他 (I己財源
H'l 千Pl 千111 千l'l f·l'J F円 f-1!1

排水設備I
―

:'Ji'災金の融災に伴う 損失を牛じた 令和2年度から
限度額に同じ 令額

損失補償（令和2年度融資分） 場合の損失額 令和12年度まで

排水設備l
・

専賓金の融毀に伴う 平成24句CJ女カヽら 令和2年度 4 1 
81 75 

利f補給（平成21年度融資分） 令和元年度まで 令和3年度から 2 2 令和4年度まで

排水設備T#資金の融資に伴う 平成29年度から 令和2年度 5 5 
203 19 

利了•補給（平成29年度融疫分） 令和 ;c年度まで 令和3年度から 3 3 令fll4年度まで

排水設備r_市資金の融資に伴う 令和2年度 12 12 

利＋補給（令和元年度融資分）
192 令和元年度 7 

令和3年度から
令和11年度まで 19 19 

排水設備T.-$=資金の融資に伴う 令和2年度 53 53 
153 

利＋補給（令和2年度融賢分） 令和3年度から 100 100 令和12年度まで

下水道事業会計 —21 -



下水道事業会計 - 22 -

遠野市ド水道事業予定貸借対照表（当初）
（令和2 年 3月31日） （令和3 年 3月31日）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

(1)有形固定資産 f円 千円 千円 千円 •f-円 千円 千円 千円

イ土 地 450,664 450,664 

ロ建 物 I, 216, 883 1,216,883 

減価償却累計額 △ 37,267 1,179,616 △ 74,825 1,142,058 

ハ構 築 物 9,157,093 9,173,176

減価償却累計額 △ 271, 755 8, 885, 338 △ 543, 731 8,629,445 

二機械及び装置 1,013,447 !, 032, 159

減価償却累計額 △ 115, 128 898,319 △ 229,654 802,805 

ホ車 両 運搬 具 375 375 

減価償却累計額 ゜ 375 ゜ 375 

ヘ丁．具器具及び備品 3,842 3,842 

減価償却累計額 △ 296 3,546 △ 599 3,243 
トその他有形画定資産 549 751

減価償却累計額 △ 85 464 △ 165 586 

チ建設 仮勘定 1,272 18,192 

有形固定資産合計 11, 422, 594 11,047, 368 

(2)無形固定資産

イ地 上 権 202 202 

無形固定資産合計 202 202 

固定資産合計 ll, 122,796 11, 047, 570 

2 流 動 資 産

(I) 現 金・ f貞 金 86,288 119,072 
(2) 未 収 金 15, 793 16,309 
(3)その他流動資産 21,816 22,607 

流動資産合計 123,897 157, 988 
産 合 計 II, 546,693 11,205, 558 



伐 債 の 綿

3
 

4

固 定 負 債
(1)企 業 伯

面定負偵合計
流 動 負 伯

(1)企 業 債
(2)未 払 金
(3)•JI 当 金
(1)その他流動位債

流動負債合計
繰 延 収 益

(!)長期前受金
イ国庫補助 金
口県 補 助 金
ノ、他会計補助金
ニ受益者負担金及び

分 担 金
ホ受贈財産評価額

長期前受金合計
(2)収益化累計額

繰延収益令計
負 債 合 計

3,985,079 
3,985,079 

441, 293 
30, 399 
2,885 

11,162 
486,039 

5
 

3,251,752 
546, 079 
625, 551 

317, 7 l 7 

351,796 
5, 092, 895 

△ 203,097

貸
6 究 本 命
7 剰 余 金

(1)資本剰余金
イ国庫補助 令
口県 補 助 金
ノ、他会計補助金
ニ受益者負担金及び

分 担 金
ホ受贈財産評価額

密本剰余金合計
(2)利益剰余金

イ当年度未処分利益剰余金
利益剰余金合計
剰余金合計
資 本 合 計
負債杏木合計

1,889, 798 
9,360,916 

本
l, 682,225 

3, 556, 335 
3, 556, 335 

453, 842 
21, 943 

2,840 
14 235 ＇ 

492,860 

3,265,959 
546,079 
625,551 

320, 052 

351, 796 
5, 109, 437 

△ /403, 633
4, 705, 804 
8,754,999 

(/) 部
I, 947,001 

180,027 
8,303 

315,078 

111 

゜

180, 027 
8,303 

315,084 

144 

゜

503,552 503, 558 

゜ ゜

゜ ゜

503, 552 
2, 185, 777 

l l, ij_46, 693 

503,558 
2,150,559 

11. 205,558
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注記

I 重要な会計方針

1 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

減価償却の方法

主な耐用年数

(2)無形固定資産

定額法

建物

構築物

機械及び装置

車両運搬具

s�so年

10�50年

6�30年

6�7年

工具器具及び傭品 3-10年

その他有形固定資産 8年

減価償却の方法 定額法

2 引当金の計上方法

(1)退職給付引当金
職員の退職手当に係る負担金は、 「退職手当の取扱いに関する覚書」に基づき、 一般会計がその全部を負担することになっているた

め、 退職給付引当金は計上していない。

(2) 賞与引当金
職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支払に備えるため、 当年度末における支給（支払）見込額に基づ

き、 当年度の負担に属する額を計上している。

3 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、 税抜方式によっている。

rr 予定貸借対照表関連

1 企業債の償還に係る他会計の負担
予定貸借対照表に計上されている企業債(1年以内に償還予定のものを含む。）のうち 、 企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負

担すると見込まれる額は 2,406,106千円である。



III セグメント情報の開示

1 報告セグメントの概要

下水道事業会計は、 公共下水道事業、 特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、 各事業毎に運営方針を決定し
ていることから、 この3つを報告セグメントとしている。

なお、 各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事 業 の 内 容

事 業 区 分
計画処理区域 計画区域 計画処理 1 日最大処理

面積(ha) 人口（人） 有�}J (ni) 

公共下水道事業 遠野排水区域の処理区域 519 9,000 5,600 

特定環境保全公共下水道事業 宮守排水区域の処理区域 57 1,500 900 

農業集落排水事業 沢田飯豊地区農業集落排水施設の処理区域 20 620 204 

綾織地区農業集落排水施設の処理区域 15 410 135 

2 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（令和 2 年 4 月 1 日～令和 3 年 3 月 31 日） （単位：千円）

項 目 公共下水道事業 特定環境保全
農業集落排水事業 合 計公共下水道事業

営業収益 123,652 11,820 6,911 142,383 

営業費用 473,671 99,949 65,077 638,697 

営業損益 △ 350,019 △ 88,129 △ 58, 166 △ 496,314

経常損益 44 11 8 63 

セグメント資産 8,659,863 1,374,550 1, 171, 145 11, 205, 558 

セグメント負債 6,628,025 1, 154, 054 972,920 8,754,999 

その他の項目

他会計繰入金 514,024 85,097 69,970 669, 091 

減価償却費 310,282 71,902 42,259 424,443 

特別利益 4 4 4 12 

特別損失 48 15 12 75 

固定資産増加額 △ 291,423 △ 69, 138 △ 14,665 △ 375,226
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